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第五章 おわりに
第一章 問題の所在
公法・私法二元論は、行政法学において、民法などからの行政法の独立
性を主張するために提唱されたものである。しかし、近年は、実体法の解
釈に際しての有用性に疑問がよせられ、少なくとも、現在において公法・
私法二元論の優越性は、完全に否定されるとまでは言えないまでも、行政
法学におけるドグマティークとしては成立しえなくなりつつあると言えよ
う。少なくとも、或る法律の規定が公法であるか私法であるかという問題
は、事案の妥当な解決のための決定打とはなら
(１)
ない。
行政法学における公法・私法二元論についての批判は、主に国または地
方公共団体と私人（個人）との法律関係についてのもの、すなわち、基本
的に行政作用法の領域におけるものである。もとより、行政活動のすべて
が国、地方公共団体などの公共団体によるものではなくなっており、公
法・私法二元論に還元することの妥当性は薄められ、行政主体すなわち公
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法人という図式は成立しなくなっているとは
(２)
いえ、行政作用法の領域と比
較するならば、行政組織法の領域においては公法・私法二元論が今も根強
く残っていると考えることが可能ではなかろうか。このことは、端的に、
地方公共団体の人権享有主体性に関する議論が従来の行政法学や憲法学な
どにおいてほとんどなされていなかったことに示されている。
私法人が人権（基本的人権または基
(３)
本権）の性質次第で人権享有主体とな
りうるとされているのに
(４)
対し、公法人、とくに地方公共団体についてはそ
もそも人権享有主体性が論じられることはほとんどない。日本国憲法が国
民主権原理を採用し、地方自治についても団体自治および住民自治の原理
を採用すること、地方公共団体にも一
・
定
・
の
・
公権力作用を認めることからす
れば、原則として、地方公共団体は、公権力の行使の主体たる公法人であ
るが故に、人権享有主体性が否定されるべきこととなろう。しかし、公法
人の一つとされる地方公共団体についても私法の適用があり、公法関係の
みならず私法関係の主体ともなりうることは否定できない。また、憲法第
92条が地方公共団体の組織および運営について「地方自治の本旨に基い
て、法律でこれを定める」とし、憲法第94条、およびこれを受けた地方自
治法第14条第１項は、地方公共団体の条例制定権を「法律の範囲内」また
は「法令に違反しない限り」としていることから、地方公共団体が有する
公権力の行使の主体としての側面は（国に比較して）限定されたものであ
る。そのため、地方公共団体にも、限定的ではあれ人権享有主体性が認め
られるのではなかろうか。
地方公共団体の人権享有主体性は、最高裁判所の判決においてまだ正面
から判断されたことはないが、ここ数年、地方公共団体の名誉権の有無が
争われた事件について下級審の判決がいくつか出されることにより、改め
て検討されるべき課題となって
(５)
いる。
かつて、私は、日田市対経済産業大臣事件において問題となった、行政
事件訴訟における地方公共団体の原告適格、および日田市対別府市事件に
おいて問題となった、地方公共団体の名
・
誉
・
権
・
享有主体性について論
(６)
じた。
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いずれもサテライト日田問題に関するもので、当時の通商産業大臣が行っ
た場外車券売場設置許可をめぐり、地方公共団体が原告となって設置許可
無効確認訴訟を提起するという極めて異例の事態になり、さらに日田市が
別府市市報掲載記事をめぐって別府市に訂正記事の掲載を求める訴訟を提
起したことで全国的な注目を浴びた。しかし、学界の注目は専ら日田市対
経済産業大臣事件のほうに集
(７)
まり、日田市対別府市事件にはさほどの関心
も寄せられていなかった。
この事情は地元の日田市（ないし大分県全体）においても同様であり、
ほぼ毎回、大分地方裁判所第１号法廷および福岡高等裁判所第５号法廷の
傍聴席が埋め尽くされた日田市対経済産業大臣事件とは対照的に、日田市
対別府市事件については日田市民の関心も薄かった。しかし、第四章にお
いて取りあげる別府市市報掲載記事問題などにより日田市と別府市との関
係がいっそう悪化したことなどから、当時大分市に居住していた私は、日
田市対別府市事件の帰結こそがサテライト日田問題の帰趨に重大な影響を
及ぼすと考えていた。実際、この問題について2000(平成12)年6月以降に
示された一連の別府市執行部の対応には、日田市が訴訟を提起するきっか
けとなった別府市市報掲載記事問題を頂点として、日田市民は当然として
別府市民や別府市議会からも批判が浴びせられており、これが2001（平成
13）年２月の別府市議会臨時会においてサテライト日田設置関連補正予算
案が否決される原因ともな
(８)
った。別府市市報掲載記事問題により、別府市
は、一時的ではあれ、実質的にサテライト日田設置推進を凍結せざるをえ
なくなった。
結局、日田市対経済産業大臣事件が控訴審（福岡高等裁判所）の段階で
争われている最中、別府市は2003（平成15）年11月10日にサテライト日田
設置の断念を表明し、これを受けて日田市は訴訟を取り下げた。
他方、日田市対別府市事件について、後掲大分地方裁判所平成14年11月
19日判決は、地方公共団体の名誉権享有主体性を正面から認めた。しか
し、同判決は、名誉権享有主体性が認められる範囲について不明確な点を
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残した。
本稿は、この日田市対別府市事件を一つの契機として、地方公共団体の
名誉権の有無、およびそれが認められる範囲について、検討を試みるもの
で
(９)
ある。
第二章 地方公共団体の人権享有主体性
地方公共団体に名誉権が認められるか否かという問題は、地方公共団体
が人権享有主体性を有するか否かという問題の一環である。そのため、本
稿においては、試論として、まず、地方公共団体の人権享有主体性を一般
的に検討することとする。
憲法の人権条項は、国家と自然人たる国民との関係を規律するものであ
る。従って、本来、法人は人権享有主体性を予定されていないはずであ
る。基本的人権の根拠を何に求めるかにもよるが、仮に、第13条に示され
ているように個人の尊厳を基本的人権の根拠とするならば「自然人ではな
い法人を人権享有主体と解することは背理で
(10)
あ」る。とはいえ、現代社会
における法人の活動や影響力などを考慮すれば、法人たりといえども人権
享有主体性を否定することは妥当とは言え
(11)
ない。現在、通説および判例に
より、法人の人権享有主体性自体は肯定され、具体的に認められる範囲に
ついて議論がなされている。
しかし、ここで前提とされている法人は私法人である。公法人である地
方公共団体が人権享有主体となりうるかという問題については、行政法学
はもとより、憲法学や民法学においてもほとんど議論されていない。
もっとも、地方公共団体は、地方自治法第２条第１項により法人とされ
ている。そのため、当然、国から独立した法人格を有し、自らの名におい
て活動を行い、あらゆる法的関係において権利および義務の主体となり
(13)
うる。ここにいう法的関係は公法関係、私法関係のいずれをも含むことに
なる。そして、地方公共団体が憲法により自治権（自治立法権、自治行政
早法81巻３号（2006）308
権、自治財政権）を保障されていることは、地方公共団体が統治権の主体
あるいは行政主体として位置づけられていることを意味する。
おそらくはこの位置付けのためであろう、地方公共団体の人権享有主体
性について意識的に取りあげる論考はほとんどない。理論上は様々な見解
の存在を想定しうるが、大きく、原則的否定説、原則的肯定説、制限的肯
定説の３説に分類することが可能であ
(14)
ろう。
㈠ 原則的否定説
この説は、地方自治法などの法令がとくに認める場合を除き、地方公共
団体（などの公法人）について人権享有主体性を否定するものである。地
方公共団体は法人であるが、それは地方自治法第２条第２項により「地域
における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理す
ることとされる」事務の処理能力を有することを意味するのであって、私
法人と同様の人権享有主体性までを認める趣旨ではないということにな
る。これまで、憲法学、行政法学、民法学のいずれも、おおむね原則的否
定説を採る（あるいは念頭に置いている）ものと思われる。
人権は、元来、国家権力による侵害から個人の自由を保護しようとする
趣旨において主張され、個人と国家との関係において捉えられるものであ
る。このことは、自由権において顕著であるが、社会権や参政権などにつ
いても、国家との個人の関わり方を中心とすることからすれば、自由権と
同様である。私法人も人権享有主体性を有するとはいえ、性質上、保障さ
れえないものもある。結局のところ、個々の法人が有する固有の性格に応
じて保障されるにすぎないということになる。
一方、日本国憲法、地方自治法などの法令が、地方公共団体を公権力の
行使を担う主体の一つと位置づけていることは明らかである。
行政法学において地方公共団体が公権力の行使を担う主体として扱われ
ていること、人権が、本来、国家権力による侵害から国民の自由を保護し
ようとする趣旨において主張され、国民と国家との関係において捉えられ
ることからすれば、原則的否定説が妥当すると考えられてきたものと思わ
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(15)
れる。
しかし、地方公共団体についても、私法上の権利・義務の主体となる場
面が皆無であるという訳ではない。公法・私法の区別を肯定する見解であ
っても、国や地方公共団体の行為であるから私法の適用を全く認めないと
いうことではなく、権力関係とされる場合の行為であっても民法の適用が
排除される訳ではない。法の適用は、主体の性格などではなく、事案の性
質により左右される。また、既に述べたように、地方公共団体が有する公
権力の行使の主体としての側面は（国に比較して）限定されたものである。
すなわち、地方公共団体が行使する公権力（ないし自治権）は、内容的に
は法令および条例に規定された事務に限定されるとともに、地域的構成要
素としての区域内に限定される。
のみならず、地方公共団体は、区域、制度的構成要素としての法人格お
よび自治権とともに、住民を構成要素の一とする。一般的に住民は人的構
成要素と理解されているが、このことは、見方を変えるならば地方公共団
体が社団法人としての性格を有することを意味する。民主主義的な地方自
治の理念は、住民がその代表機関である議会および首長を通じて行動する
というものであり、直接民主制的な側面も実際の法制度において取り入れ
られている。そのため、例えばまちづくり、市町村合併、環境問題などに
ついて、一地方公共団体の意思が多くの住民の同意を得て形成される場合
などには、地方公共団体そのものの名誉権の侵害を想定し
(16)
うる。産業廃棄
物処理場の建設に際して住民投票が行われ、その結果を受けて地方公共団
体Ａが処理場の建設に反対の意思を表明した場合に、地方公共団体Ｂが広
報誌などにおいて批判をする自由は認められるとしても、それが事実の誤
認あるいは歪曲によるものであるならば、もはや批判の限界を超えてい
る。また、表現の如何によっても、Ａの社会的評価を不当に低下させるも
のとして、Ａに対する名誉毀損として捉えることが可能であろう。同様の
ことは、例えば、私人・私法人による批判（意見広告、ビラまきなど）につ
いても妥当しうる場合があると考えられる。
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以上のことからすれば、原則的否定説は、その趣旨などについては理解
しうるし、基本的には妥当であると思われるものの、地方公共団体が私法
上の権利主体としての活動をなしうるという点を看過する点において、単
純に過ぎ、正当ではない。
㈡ 原則的肯定説
これは、地方公共団体などの公法人についても、原則として人権享有主
体性を認める説である。但し、人権の性質上、享有しえないものもあるた
め、実質的には私法人と同程度の範囲について人権享有主体性を認めるこ
ととなる（勿論、範囲などについて完全に同じ程度であるという訳ではない）。
原則的肯定説にみられる第一の問題としては、その根拠を何に求めるか
があげられる。原則的否定説に明文の根拠がないのと同様に、原則的肯定
説についても、それを裏付ける明文の根拠は存在しない。原則的否定説の
場合は、地方公共団体を公権力の行使の一主体として捉えることから、明
文の根拠の有無はそれほど問題にはならないと思われる。しかし、原則的
肯定説は、地方公共団体に公権力の行使の主体としての側面を認めるにも
かかわらず、これと矛盾しかねない人権享有主体性を私法人と同程度に認
めるのであるから、何らかの積極的な根拠を必要とするはずである。
最近、名誉権に限定してではあるが、原則的肯定説を採るとみられる見
解が現われている。すなわち、地方公共団体にも人格的利益の一環として
の名誉権が保障されるとするのである。その理由として、私人に人格的利
益の一環としての名誉権が憲法第13条により保障されること、法人や権利
能力なき社団などにも名誉権が存在し、地方公共団体も地方自治法第２条
第１項により法人とされることがあげられて
(17)
いる。
たしかに、地方公共団体も社会的な評価を受ける主体である。しかし、
憲法が第92条ないし第94条において、地方公共団体を公権力の行使をなす
主体として位置づけていることに鑑みれば、無制約に名誉権を認めること
はできない。地方公共団体の活動は、絶えず国民・住民からの監視を受け
ることが前提とされる（団体自治および住民自治の理念からも当然のことで
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あろう）。その監視を否定するような動きは国民主権原理の否定につなが
るし、かえって私人の人権を侵害する結果に陥る。そのため、仮に私人が
地方公共団体の名誉を侵害したとしても、刑法第230条や民法第709条・第
710条・第723条が適用されるような事案はほとんど存在しないと考えるべ
きではなかろうか。
また、原則的肯定説をとるならば、参政権、人身の自由など、自然人に
しか認められえない人権を除き、私法人とほぼ同じ程度に人権享有主体性
が認められうることになる。しかし、それでは地方公共団体についても思
想・良心の自由および信教の自由が保障されることになり、政教分離原則
も無視されうることになるため、憲法第19条および第20条の趣旨と矛盾す
る。仮に精神的自由権について享有主体性が認められるとしても、それは
憲法の趣旨と矛盾しない限りにおいてのことであり、地方公共団体につい
てその余地はほとんどないと考えるべきである。
原則的肯定説は、地方公共団体が有する公権力の主体としての性格を無
視する見解であり、憲法の人権規定の存在意義と矛盾するために、採りえ
ない。
㈢ 制限的肯定説
この説については様々なヴァリエーションが存在しうると思われる。本
稿においては、一つの型として、地方公共団体が公権力の主体として行為
をなす場合（私人との間に権力関係が成立する場合）には、国民主権の原理
に鑑み、地方公共団体の人権享有主体性は否定されざるをえないのに対
し、地方公共団体が私法上の権利主体として行為をなす場合（権力関係が
成立しない場合）には、基本的に地方公共団体の人権享有主体性は肯定さ
れるべきである、という考え方をあげておくこととする。これは、後にみ
るように一部の判決において採用される考え方であり、明示的ではないが
最高裁判例もこの考え方を前提としているのではないかと思われる（少な
くとも、最高裁判例を前提として考えることは可能である）。
最三小判平成14年７月９日民集56巻６号1134頁は「国又は地方公共団体
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が提起した訴訟であって、財産権の主体として自己の財産上の権利利益の
保護救済を求めるような場合には、法律上の争訟に当たるというべきであ
るが、国又は地方公共団体が専ら行政権の主体として国民に対して行政上
の義務の履行を求める訴訟は、法規の適用の適正ないし一般公益の保護を
目的とするものであって、自己の権利利益の保護救済を目的とするもので
はない」と述べている。この判決は「専ら行政権の主体として国民に対し
て行政上の義務の履行を求める訴訟」として宝塚市の請求を却下したので
あるが、限定的ではあれ地方公共団体が人権享有主体性を有することを示
唆したものと理解することが可能ではなかろうか。もっとも、ここに言う
「財産権の主体」が具体的にいかなる場合を想定するものであるかについ
ては不明確な部分もあ
(18)
るが、少なくとも、地方公共団体が私法上の権利・
義務主体である場合が「財産権の主体」であることは疑いがない。
前述の理由から、原則的否定説、原則的肯定説のいずれも採用しえない
ため、制限的肯定説を採用するのが妥当であろう。地方公共団体が公権力
の主体として行為をなす場合（私人との間に権力関係が成立する場合）に
は、国民主権の原理に鑑み、地方公共団体の人権享有主体性は否定されざ
るをえない。これに対し、地方公共団体が私法上の権利主体として行為を
なす場合（権力関係が成立しない場合）には、基本的に地方公共団体の人権
享有主体性は肯定されるべきであろう。
但し、その場合であっても、権力関係と非権力関係との区別が相対的で
あることなどを考慮すると、私人・私法人と全く同じ程度の人権享有主体
性を認めることは難しい。そして、制限的肯定説に立つ場合であっても、
地方公共団体については、人身の自由、社会権、参政権を認めることはで
きない。また、国務請求権についても、基本的には認められえない。しか
し、裁判を受ける権利（憲法第32条）については、民事訴訟および行政事
件訴訟に関して地方公共団体にも保障の余地があるものと思われる（地方
自治法第96条第１項第12号も
(19)
参照）。精神的自由権についても、国民主権の
理念および住民自治の理念により、非常に限定された範囲において表現の
地方公共団体の名誉権享有主体性についての試論（森) 313
自由が認められるにすぎないであろう。そして、経済的自由権について
は、地方公共団体が財産の管理主体であることから、比較的認めやすいの
ではないかと思われる。
本稿において対象とする名誉権は、憲法第13条により保障される人格権
の一種である。制限的肯定説に立つ以上は、地方公共団体にも人格権を認
めなければなら
(20)
ない。そして、名誉権享有主体性を認めうることになる。
しかし、具体的にいかなる場合に認めうるのかについては、なお検討を要
する。とくに、地方公共団体の名誉権については、私人・私法人による毀
損がありうるのかという問題と、国、別の地方公共団体などの公法人によ
る毀損がありうるのかという問題を分けて考察しなければならない。前者
の場合には、私人・私法人による表現の自由（批判の自由）との衝突とい
う問題が生じ、地方公共団体の名誉毀損を認めるならば私人・私法人への
萎縮的効果が発生しうる。これに対し、後者の場合には表現の自由（批判
の自由）との衝突は生じ
(21)
えず、或る意味において私人・私法人対私人・私
法人の場合と同様に考察することが可能である。
第三章 名誉権をめぐる判例⑴ 地方公共団体対私人・
私法人
地方公共団体の名誉権の有無、および名誉権が認められる範囲という問
題をめぐる判例は非常に少なく、最高裁判所による判断は示されていない
が、地方公共団体対私人・私法人という事件については下級裁判所の判決
が散見されるので、概観し、検討を加える。
㈠ 岡山地判平成５年９月６日判例自治124号82頁
〔事案〕 岡山県の町X?は、地域振興を図るため、ウォーターフロン
ト構想を策定し、A社および B社（いずれも民間会社）に事業参加を求め
た上で、３社間の協力などを約する基本協定書を作成した。また、B社
早法81巻３号（2006）314
は、建設部長 Dの名義で町有地の払い下げを求める内容の陳情書を町議
会議長宛に提出した。住民Yは、日頃ウォーターフロント構想の動向に
関心を抱いていたが、基本協定書と陳情書に押捺されている Dの印章の
印影が異なり、陳情書に押印された Dの印章は偽造されたものであると
して、X?（町長）とA社代表 Cの両名を岡山地方検察庁に告発した。こ
れは日刊紙に取りあげられ、同紙瀬戸内版で報道された。X?とX?は、Y
の告発は事実無根であって報道により名誉を毀損されたとして、Yに対
して謝罪広告の掲載を求めた。
〔判旨〕 X?の請求については、次のように述べて棄却した。
?町の社会的評価、信用は、町自身に帰属するものであって、町長の個
人的な社会評価、信用によるものではないから、町長個人に対する誹謗が
直接町の町政運営方法に対する誹謗にもなるという特段の事情がある場合
は格別、そうでない場合は、町長個人に対する名誉毀損が直ちに町の名誉
毀損を構成するものではない」。「町長は町政の中心機関であり、町長の力
量、声望が当該町の社会的評価にとって、事実上ひとつの大きな要素とな
る面が存することは否定できないところではあるが、他面、町政は、町長
個人によってのみ運営されているわけではなく、町議会や町民も参加し、
民主主義の原理によって執行されている」から、X?の「犯罪事実を摘示
した本件告発ないし本件報道によって」X?の「名誉も毀損されたとまで
は認めることができない」。
一方、X?の請求については、告発自体が名誉毀損になりうること、Y
が摘示した事実について真実性の証明がなされていないことなどを理由し
て認容した。
〔検討〕 本判決は、地方公共団体の名誉権享有主体性の有無などにつ
いて正面から論じていない。地方公共団体の名誉権享有主体性を限定的な
がら認める趣旨であるとも解されるが、理由なども一切あげられていな
い。これは、訴訟当事者の主張の仕方によったものではないかと思われる
が、判旨は原則的否定説を採用したものとも（この説であれば、肯定される
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のは非常に例外的な場合に限られることとなる）、制限的肯定説を採用したも
のとも（原則的否定説にかなり近いものであるが）、いずれにも解することが
できよう。
地方公共団体の首長個人の名誉毀損の成立と地方公共団体の名誉毀損の
成立とを区別する点は、一般的にみて妥当であろう。本件の場合は、両者
を区別しやすい事例でもあり、X?に対する名誉毀損が認められるとして
も、事案の性質上、同時にX?に対する名誉毀損が成立するとは考えにく
いし、あえてそのようなものを考える必要もなかろう。
㈡ 新潟地高田支判平成13年２月28日判例自治218号18頁
〔事案〕 Y?（東京放送）は、1997(平成9)年18時から「JNN報道特
集」を放送した。この日の番組は、「公共事業の闇…封印された疑惑を発
掘」と題され、上越地域広域行政組合がX（上越市）に委託して発注した
「南クリーンセンター施設解体撤去工事」に不正があるという趣旨の内容
であった。これに対し、Xは、この番組の内容が虚偽であり、Xの社会
的評価を著しく低下させたとして、また、同番組のキャスターY?が番組
内でXを「農業と公共事業に依存するまち」と評価したこともXの社会
的評価を著しく低下させたとして、Y?、Y?の取締役報道局長であるY?お
よびY?に対し、損害賠償と謝罪広告の掲載、さらに訂正放送を求めて出
訴
(22)
した。請求棄却。
〔判旨〕 ?地方公共団体は国と並んで公権力行使の主体ではあるが、
その公権力は法律の定める範囲内（憲法九四条）でのみ行使されるもので
あり、公権力行使の主体としては制限的なもので、国と同視することはで
き」ず、市町村の「間には自ずから評価の優劣が生じるものと言うべきで
ある。この点も、国内に関する限り一つしか存在し得ない国とは異なる」。
このため、「地方公共団体にも社会的な評価はあるものであり、その評価
を低下させる行為（名誉毀損と呼ぶかは用語の問題と考える）は観念できる
ものと考える」が、「地方公共団体が国と並ぶ公権力行使の主体であるこ
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と、国民主権の下、わが国においては民主主義の原理で地方公共団体の運
営が行われていることから、地方公共団体に名誉毀損が成立しうる範囲は
法人を含む私人とは大いに異なる」。
?地方公共団体の首長と議員、さらに地方公共団体の運営方法は不断の
批判の対象であ」り、「民主主義の原理の下、首長に対する批判、地方公
共団体の行政運営に対する批判は、当該地方公共団体そのものに対する批
判とは別個のものと解するのが相当であ」る。
本件番組の内容は市長やXの行政運営に対する疑惑であり、「本件番組
は基本的には原告に対する批判ではなく」市長およびXの行政運営に対
する批判であって、市長個人やXの職員個人に対する「名誉毀損となる
ことはあっても、原告に対する名誉毀損とはならない」。また、Y?の評価
も「事実として摘示されているのではな」いことは明らかであり、損害賠
償、さらに謝罪広告を認めなければならないほどの被害や損害は認められ
ない。
〔検討〕 本判決は、正面から地方公共団体の名誉権享有主体性を認め
ている。その理由としてあげられているのが、公権力の主体としての性格
についての憲法および法律による制限であり、「社会的評価」の低下に対
する措置を取る際の財政力の格差である。このうち、財政力の格差は、情
報発信の能力などや損害回復措置に関してあげられる副次的な理由であ
り、本質は公権力の主体としての性格について求められるべきであろう。
前章において述べたように、地方公共団体が有する公権力の行使の主体
としての側面は、まず地域的に限定される。区域外において地方公共団体
が私法上の権利・義務の主体となることは想定されえようが、公権力の行
使の主体となることはない。そして、民主主義的な地方自治の理念も、ま
ずは地方公共団体の区域内において実現されるべきものであり、一地方公
共団体の行政運営、そして首長や議員の行動は、住民により絶えず監視と
批判、そして統制の対象となるべきである。しかし、その地方公共団体の
区域の外から、選挙などを通じて統制を行うことはできないし、行政運営
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であれ首長や議員の行動であれ、結局はその地方公共団体の住民による評
価に委ねざるをえない。他方、外からの監視や批判は可能であり、その意
味において、地方公共団体も何らかの形で社会的な評価を受けることにな
る。この社会的評価すなわち名誉ということにはならないが（本判決がや
や控え気味に述べているのは、そのためであろう）、前章において述べた例な
どに該当する場合については、名誉と表現してよいものと思わ
(23)
れる。
一方、本判決は、地方公共団体の名誉権享有主体性が認められる範囲に
ついて私人・私法人とは異なると解している。その意味は必ずしも明らか
ではないが、公権力行使の主体としての側面に関連する場合には、地方公
共団体の名誉権侵害が問題となりえないという判断を示したものと解しう
る。
そして、前掲㈠判決と同様に、地方公共団体の首長個人の名誉毀損の成
立と地方公共団体の名誉毀損の成立とを区別する。㈠判決においては根拠
が述べられていなかったが、本判決は民主主義の原理を根拠としてあげて
いる。主張の理由づけとしては不十分な嫌いもあるが、日常の行政運営な
どは首長の指揮監督の下にあり、首長が最終的な責任を負うこと、地方公
共団体内において行政運営などが住民の批判と監視の下に置かれるべきで
あることに鑑みれば、この区別は一般論としては妥当であろう（議員、議
会、執行機関の職員についても同様である）。
しかし、この区別が具体的にどこまで可能であるのかという問題は残
る。阿部満氏は、本件番組中の評価に関連して「地方公共団体の行政運営
と関連する事柄であると地方公共団体及びその地域の社会的評価を低下さ
せ住民の間接的利益を損なうような言説で、仮に名誉毀損の対象となるな
らば真実性の証明や公正な論評の適用が受けられないようなものについて
も、地方公共団体に対して名誉毀損が成立する余地がないことになる」と
述べ、「批判の言説が地方公共団体及びその地域の社会的評価を低下させ、
かつ当該言説が合理的な根拠を欠く場合、個々の住民に及ぶ不利益を回避
するため、地方公共団体による名誉回復措置の請求及び損害賠償請求を認
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めるべきではないだろうか」と述べて
(24)
いる。
たしかに、本件のY?による番組中の評価は「真実性の証明や公正な論
評の適用が受けられない」ものであると言える。そして、本件を離れて一
般論として述べるならば、地方公共団体に対する批判が住民にも何らかの
不利益を及ぼすことも想定しえない訳ではない。
しかし、本件の場合、番組が公共事業に関連する諸問題の一事例として
Xの領域における諸事件を扱ったと考えることもでき、同種の問題が日
本全国に散見されることに鑑みれば、評価はXのみを対象とするもので
はないとも言いうる（但し、私は本件番組を視聴していないので、確言はでき
ない）。そうでないとしても、事実認定から判断すれば、本件における評
価は、X、さらにその住民に何らかの具体的な不利益をもたらしうるもの
とは考えにくく、むしろ住民に注意を喚起するなどの効果があることも考
えられるため、本判決が述べるように、損害賠償、さらに謝罪広告を認め
なければならないほどの被害や損害は認められないと言えるであろう（も
っとも、本判決は「テレビ番組としては大いに問題があったもの」と批判して
いるが）。
また、本件のような評価は、同種の問題につき、各種の報道番組や出版
物などにおいてよく用いら
(25)
れる。阿部氏は「言説が廃棄物処理場のそばの
池で奇形魚が見つかったという噂に基づき他の事実や科学的データ等に基
づかず処分場での不適正処理のおそれと周辺への汚染の拡大の可能性を強
調し、当該地方公共団体が何らの措置を執らない産廃のまちであると締め
くくるような軽率なものであった場合、行政運営についての批判であるか
らという理由で地方公共団体が裁判で名誉回復のための措置を請求できな
いとするのは、不合理ではないだろうか」と述べ
(26)
るが、ここまで具体的な
評価がなされるならば、住民の人格権、財産権などを侵害しうるような表
現であると考えられるため、「真実性の証明や公正な論評の適用が受けら
れないようなもの」とは言えないものと思われる。これに対し、本件の場
合、阿部氏があげる例ほど具体的な内容ではなく、前述のように住民の人
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格権や財産権の侵害に至るものとは考えにくい。むしろ、本件の程度の評
価も許されないとすれば、報道に対する過度な萎縮効果をもたらしかねな
い。
以上より、本判決は妥当なものと解される。
㈢ 東京高判平成15年２月19日判時1825号75頁
〔事案〕 前掲㈡判決の控訴審判決である。Xが控訴したが、棄却さ
れた（判決は確定している）。本件番組の内容に関する判断は、基本的に前
掲㈡判決と同様である
(27)
ため、以下は名誉権に関する部分のみを取りあげ
る。
〔判旨〕 ?地方公共団体は、一定の地域とその住民とを構成要素とす
る団体であり、住民自治の原理も、また、その公権力の行使もこの団体を
構成する一定の地域と住民との関係で作用し、その効力を及ぼすにとどま
り、他の地域やその住民に直接作用するものではな」く、地方公共団体の
「社会的評価を保護すべき必要性があるのみならず、その合理性も認めら
れるのであ」り、名誉権の侵害を理由とする損害賠償等の請求の余地が
「全くないということはでき」ない。「特
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の地方公共団体としての性格が濃厚に表れるものである上、各地方公共団
体において行使される公権力も、その内容や形態・程度、更にはこれが作
用する範囲等が限られているのであって、国の場合と同様に考えることは
できない。」（傍点は引用者による。）
地方公共団体に対する社会的評価の対象は、地域、住民などの構成要素
が一体となった総体としての地方公共団体そのものであり、「行政機関や
首長等個人に対する表現行為については、（中略）同時に当該地方公共団
体の社会的評価を現に低下させるものでない限り、地方公共団体に対する
名誉毀損には当たらない」。
〔検討〕 本判決も、正面から地方公共団体の名誉権享有主体性を認め
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ており、公権力の主体としての性格に関して㈡判決よりも明確に述べてい
る。また、「他の地方公共団体やその住民等の関係では、公権力の主体と
しての性格は後退」云々の部分は、第四章において取り上げる判決との関
係において重要で
(28)
ある。そして、本判決も、地方公共団体の首長個人の名
誉毀損の成立と地方公共団体の名誉毀損の成立とを区別する。これまで述
べてきたところにより、本判決も妥当なものであると解する。
第四章 名誉権をめぐる判例⑵ 地方公共団体対地方公共
団体
これまで、地方公共団体の名誉権を私人・私法人との関係において考察
してきた。これとは別に、一地方公共団体の名誉権が、国、他の地方公共
団体などの公法人との関係において認められるか否か、認められるとすれ
ばどの程度までなのかという問題がある。
現在のところ、この問題が正面から論じられたのは日田市対別府市事件
のみであり、大分地判平成14年11月19日判タ1139号166頁が判断を行って
いる。
〔事案〕 この事案については、既に様々な論考において紹介されてい
るが、本稿においても概要を述べて
(29)
おく。
訴外会社Aは、1996（平成８）年７月、大分県の日田市（原告）に別府
競輪場の場外車券売場（サテライト日田）を設置する計画を別府市に示し
た。同年９月、この計画が日田市により確認され、日田市民による反対運
動が起こり、日田市議会も設置反対の決議を行った。しかし、翌年７月、
Aは設置許可の申請をした。設置計画は一時凍結されたようであるが、
2000年に再浮上し、同年６月７日、当時の通商産業大臣により設置許可が
なされた。これを受け、日田市は別府市に設置断念を何度も申し入れるな
どの活動を行ったが、別府市は設置推進の立場を崩さず、両市の対立は深
ま
(30)
った。
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このような状況の中、別府市は広報誌「市報べっぷ」平成12年11月号を
刊行し、別府競輪の特集記事を掲載した。その内容は競輪事業の必要性を
訴えるものとなっており、同７頁にはサテライトについての「別府市の考
え方」として３項目があげられていたが、その中の「②場外車券売場の通
産大臣の設置許可まで、『サテライト日田』の場合３年を要した。反対す
るのであれば、日田市としては、本来、設置許可が出る前に、許可権者で
ある通産大臣に対して明確な反対の意思表示をすべきだったのではない
か」について、日田市が「事実と異なる」として異議を申し立てた。日田
市は別府市に対して、二度、記事の訂正を求める内容証明郵便を送った
が、別府市は応じなかった。そこで、日田市は、2001年２月５日、別府市
に対し、特集記事の訂正（実質的には謝罪文の掲載）を求める訴訟を提起し
た。
本件の争点は、①地方公共団体である日田市は名誉権の享有主体たりう
るか、②本件特集記事の記述が日田市の名誉を毀損するか、③本件特集記
事の記述の真実性、および別府市の故意・過失の有無、および④本件特集
記事の訂正（名誉回復措置）の必要性の４点である。
〔判旨〕 日田市勝訴。
争点①について：地方公共団体は公法人であるが、「国内に多数存在し、
行政目的のためになされる活動等は種々異なり、これを含めた評価の対象
となり得るものであるから、それ自体一定の社会的評価を有しているし、
取引主体ともなって社会的活動を行うについては、その社会的評価が基礎
になっていることは私法人の場合と同様であるから、名誉権の享有主体性
が認められ」、「公法分野において公権力行使の主体である一方、私法分野
においては私権の享有主体でありうる以上、私人と同様に名誉権に保護が
図られるべきである」。さらに、本件の場合、日田市も別府市も地方公共
団体であるから「国民主権ないし民主主義の観点から被告の他の地方公共
団体に対する批判・論評を当該地方公共団体の住民その他国民による批
判・論評と同列に扱うことはできない」。
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争点②について：本件特集記事は「原告が本件設置許可前に許可権者で
ある通産大臣に対して明確な反対の意思表示をすべきであったのに同設置
許可後に初めて明確な反対意思表示をした趣旨の記載であり、原告の反対
の意思表示が時機に遅れて適正でないとの印象を与えるものであるから、
本件記述は原告の社会的評価を低下させるものと認められ」る。
争点③について：本件特集記事は「『設置許可が出る前に』意思表示を
していないと記述しているに過ぎず、その始期については何ら限定されて
いない」。本件において、原告は「本件設置許可申請の前後を通じ、通産
大臣に対して、書面によるか又は下部機関である九州通産局への口頭の申
し入れを通じて、明確な反対の意思表示をしていた」。また、「本件記述が
された当時、原告が実際には本件設置許可に先立って、同設置許可申請の
前後を通じ、通産大臣に対して、書面によるか又は下部機関である九州通
産局への口頭の申入れを通じて、明確な反対の意思表示をしていたことを
被告は容易に認識し得たと認定でき、本件記述による名誉毀損について少
なくとも重過失がある」。
争点④について：サテライト日田問題についての日田市民の関心が高い
こと、および「社会的信頼性の高い発行物」である市報に本件特集記事が
掲載されて「原告の社会的評価は大きく低下した」ことからすれば「本件
において原告の社会的評価を回復させるための措置」が必要である。
〔検討〕 本件の特徴は、本稿において扱った他の事例と異なり、広報
誌に掲載された記事をめぐる地方公共団体間の対立（いわゆる「自治体間
対立」）である。その点において、地方公共団体と私人・私法人との間の
争いとは性質を異にする。
㈠ 争点①について
本件においても、最大の争点は①であった。本件判決は、前述のよう
に、地方公共団体が公法人であることを前提にしつつ、私法上の権利主体
ともなりうることに着目し、地方公共団体の名誉権享有主体性を肯定す
る。
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本件の場合は日田市も別府市も同格の地方公共団体であるから、私人・
私法人と地方公共団体との関係と全く同様に考えることには無理がある。
一地方公共団体に私人・私法人と同程度の法的主体性を認め、やはり公権
力の主体たる性格を有する他の地方公共団体に対する批判の自由など表現
の自由一般を認めることはできないであろう。
ただ、本件判決において、地方公共団体が名誉権享有主体性を認められ
るとしても、それがいかなる場合におけるものであるのか、という点は不
明確である。判決を読む限り、地方公共団体の公権力の行使主体としての
性格と「取引主体」としての性格が列挙されていることから、名誉権享有
主体性は「取引主体」としての性格が問題となる場合に認められると理解
することもできる。しかし、本件の場合は、原告にも被告にも「取引主
体」としての性格を認め難いため、判決が何処までを射程距離とするのか
が不透明である。
本件判決は、地方公共団体の「行政目的のためになされる活動等は種々
異なり、これを含めた評価の対象となり得るものであるから、それ自体一
定の社会的評価を有している」と述べており、公権力の行使主体としての
性格が問題になる場合においても名誉権享有主体性を認められると判断し
ているようにも読解しうる。本件事案の性質上、両者の区別をする必要が
認められなかったのかもしれないが、それは事案の特殊性によるものであ
るから、名誉権享有主体性が認められる範囲について、より一般的かつ明
確な判断が求められるものと思われる。公権力行使の主体としての一面に
関連する場合に、特別の事情が認められない限りは地方公共団体の名誉権
侵害が問題とされるべきではない。その点においては、不明確さが残ると
はいえ前章㈡および㈢判決のほうが妥当であろう。
また、地方公共団体の名誉を毀損した者が私人・私法人であるのか、本
件のように他の地方公共団体であるのかにより、地方公共団体の名誉権享
有主体性についての判断は分かれうるはずである。本件判決においては、
その点も明確にされていない。
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本件のように、場外車券売場などの設置に反対する地方公共団体の意思
表示などは、公権力の行使としての性格を有しておらず、周辺住民による
反対の意思表示と同様の性格であると考えられる。他方、市報の編集や発
行は、それ自体が事実行為であり、公権力の行使としての性格を有するも
のではない。
但し、広報誌は、いかなる編集形態によるものであれ、地方公共団体の
公式見解などを住民に示すもので
(31)
あり、自由な表現の場ではない。仮に広
報誌の編集の自由、記事作成の自由などが存在するとしても、それらは相
当に制約されたものでしかない。まして、他の地方公共団体に対して「批
判・論評する自由」は私人・私法人に対して認められるものであって、地
方公共団体に対しても同程度の保障が認められると解するべきではない。
以上のように考えるならば、本件判決の論旨は、地方公共団体の公権力
の行使主体としての性格が問題となっていない場合であり、かつ、他の地
方公共団体の広報誌などにより真実と相違する報道がなされた場合、掲載
記事が批判の領域にあるとは言い難い表現や内容である場合などについて
のみ妥当する、と考えるべきである。
㈡ 争点②について
当然ながら、争点②は①と密接な関係にある。従って、基本的には同旨
が妥当する。本判決もその点を確認している。
ここで問題となるのは、名誉の保護と表現の自由との比較考量であろ
う。地方公共団体に名誉権享有主体性が認められるとしても、名誉の保護
と表現の自由とが拮抗する関係にあり、名誉の保護が表現の自由をむやみ
に制約する結果とならないように限定的に解する必要があるからである。
地方公共団体の名誉の保護と私人・私法人の表現の自由との関係に関する
事件であるならば、前述のように私人・私法人の表現の自由を最大限に尊
重し、優先すべきである。しかし、本件の場合、地方公共団体の広報誌に
掲載された記事の内容が争われたのであるから、やはり前述のように、表
現の自由を最大限に尊重すべき理由は存在しないものと思われる。
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その上で、判決は、「地方公共団体の行政運営に対する社会的評価」と
「地方公共団体自身の社会的評価」の区別について疑問を提示しているが、
一般論として妥当性があるか、疑問が残る。たしかに、前述のように、両
者を厳密に区別することがどこまで可能かという問題は残る。また、本件
の事例は両者の区別が問題とならないものであり、公共事業にまつわる不
正入札や汚職などが問題とされたものでもないので、峻別の必要性が認め
られなかったのであろう。しかし、本判決の趣旨を一般論として認めるこ
とは妥当でない。あくまでも、本件の特殊性に鑑みての判断であると解す
べきである。但し、他の地方公共団体による「地方公共団体の行政運営に
対する社会的評価」が「地方公共団体自身の社会的評価」と重なることは
少なくないものと思われる。
㈢ 争点③について
別府市は、本件特集記事における論評が「同申請後３年間の行動につい
ての認識とそれをふまえた批判である」と述べ、日田市の要求は過大な要
求であると主張していた。しかし、本判決は別府市の主張を退けている。
本件特集記事を読む限り、問題となった箇所から、別府市が主張するよ
うに1997年１月13日の要望書の提出などが論評されていないと読むことに
は無理がある。申請から許可まで３年間を要したということと、その間に
反対運動がなされたか否かということとは別の事柄であり、市報の記事に
は「その間に」というような文言もないので、別府市が裁判で主張した記
事の意図や意味を記事から読み取ることはできない。そればかりか、日田
市が提出した証拠によると、別府市が主張している期間にも原告による反
対の意思表示がなされていたことが明示されているので、少なくとも別府
市に重過失が認められうるであ
(32)
ろう。
㈣ 争点④について
名誉毀損に関する訴訟において名誉権の侵害が認められたからと言っ
て、直ちに損害賠償や名誉回復のための措置の請求が認められる訳ではな
い。とくに、本件の場合、日田市が受けた名誉毀損の具体的な損害を（例
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えば金額により）評価することは事実上不可能であり、回復措置が必要か
否かについては慎重な判断が求められるであろう。
日田市は、たしかに広報ひた号外(2001年３月15日付）にその主張を掲載
しており、このことについては新聞報道もなされている。しかし、地方公
共団体の広報誌は、基本的に当該市町村の住民を対象とするものであり、
発行地域および部数も基本的にはその範囲に限定さ
(33)
れる。そのため、域外
に居住する住民が当該市町村の広報を参照しうる機会は非常に限定されて
いるという点において、テレビ番組などと異なる。仮に、広報誌の記事が
新聞などにより報道されたとしても（本件については、実際に新聞などによ
り報道された）、それは概要でしかなく、何らかの編集が加えられることも
あろう。そのため、別府市の領域に居住する住民の範囲において日田市の
名誉が毀損されたとしても、日田市が別府市の領域内において完全なる反
論などをなしうる機会がない限り、日田市の広報誌における記事などによ
り名誉を回復しうるか否かは疑問
(34)(35)
である。さらに述べるならば、本件が前
章㈡および㈢判決の事案と異なる点は、サテライト日田という、実際に設
置が予定されている施設に対する反対運動に関する論評がなされたことで
ある。本件の場合、損害賠償や名誉回復のための措置の請求が認められな
いとするならば、日田市の取り組みは勿論、日田市民（市内17団体）によ
る反対運動に直接的な打撃が加えられ、住民に具体的な不利益をもたらし
うるものと考えられる。のみならず、同種の問題が全国にみられることか
ら、他所の公営競技の場外券売場設置反対運動に少なからぬ影響が出るこ
とも予想さ
(36)
れた。
以上から、結局、本件判決の説示は妥当であると考えられる。
第五章 おわりに
本稿を閉じるにあたり、前章までにおける検討の結果をまとめておくこ
ととする。もとより、第一章において述べたように本稿は試論の域を出て
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おらず、また、この問題に関する判決が少ないこともあって、なお検討を
重ねなければならないことは承知の上である。
㈠ 地方公共団体の人権享有主体性については、制限的肯定説によるの
が妥当である。すなわち、地方公共団体が公権力の主体として行為をなす
場合には人権享有主体性は否定されるが、そうでない場合には肯定される
べきである。但し、肯定されるとしても、私人・私法人と同程度の人権享
有主体性を認めることは難しい。
㈡ 制限的肯定説に立つならば、地方公共団体にも名誉権享有主体性が
認められうるが、私人・私法人による毀損がありうるのかという問題と、
国、別の地方公共団体などの公法人による毀損がありうるのかという問題
を分けて考察しなければならない。また、地方公共団体そのものの名誉権
享有主体性と、地方公共団体の首長、議員、職員などの名誉権享有主体性
とは区別しなければならない。
㈢ 私人・私法人との関係において、地方公共団体の名誉権享有主体性
は、私人・私法人が享有する表現の自由の保障と抵触すること、地方自治
が民主主義の原理の下に置かれ、地方公共団体の日常の行政運営などは首
長の指揮監督の下に首長が最終的な責任を負い、地方公共団体内において
行政運営などが住民の批判と監視の下に置かれるべきであることから、住
民に何らかの具体的な不利益の危険が生じうるような特別の事情が存在し
ない限りは否定されるべきである。
㈣ 国、他の地方公共団体などの公法人との関係において、地方公共団
体の公権力の行使主体としての性格が問題となっていない場合には、地方
公共団体の名誉権享有主体性は認められるべきである。国や公法人には表
現の自由が認められない、または認められるとしても私人・私法人に比し
て相当に制約されるからである。
なお、地方公共団体の人権享有主体性との関連において、日田市対経済
産業大臣訴訟において提唱された「まちづくり権」の問題がある。サテラ
イト日田問題に取り組んでいた者としては、いわば宿題として「まちづく
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り権」に関して何らかの見解を示すべきものと考えてはいる。しかし、こ
れを十分な形において示すには、憲法論を初めとして広範囲にわたる検証
を必要とする。そのため、「まちづくり権」の有無、内容などについての
検討は、機会を改めて行うこととしたい。
(１) その典型的な例とされるのが、会計法第30条と民法第177条、建築基準法第65
条と民法第234条などである。この点を含め、芝池義一『行政法総論講義』〔第４
版〕（2001年、有斐閣）19頁、大橋洋一『行政法』〔第２版〕（2004年、有斐閣）70
頁、宇賀克也『行政法概説Ⅰ行政法総論』（2004年、有斐閣）54頁、塩野宏『行政
法Ⅰ』〔第四版〕（2005年、有斐閣）25頁、原田尚彦『行政法要論』〔全訂第六版〕
（2005年、学陽書房）17頁、室井力編『新現代行政法入門（１）』〔補訂版〕（2005
年、法律文化社）49頁［神長勲担当］、などを参照。
(２) この問題をとくに詳細に論じるものの例として、岡田雅夫「行政主体論」雄川
一郎・塩野宏・園部逸夫編『現代行政法大系７行政組織』（1985年、有斐閣）17頁、
48頁、および同論文に掲記される諸論考を参照。なお、公法人と私法人との区別を
肯定するとしても、質的な、または絶対的な区別まで認めるものではない。このこ
とについては、既に園部敏「公法人と私法人」田中二郎・原龍之介・柳瀬良幹編
『行政法講座第２巻行政法の基礎理論』（1964年、有斐閣）34頁などにおいて指摘さ
れている。
(３) 本来であれば、これらを厳格に区別すべきところであるが、本稿は基本的人権
と基本権との区別を主題とするものではないし、主題の設定において、これらの区
別はそれほど大きな問題とも要素ともならないと思われる。そのため、以下におい
てはすべて「人権」と表記している。
(４) もっとも、民法学が私法人（または団体）の名誉既存を本格的に議論の対象と
したのは、最一小判昭和39年１月28日民集18巻１号136頁（およびその下級審判決）
がきっかけであるという。森泉章「法人の名誉毀損について」民商法雑誌54巻１号
(1966年)３頁、同「法人・集団の人格権」有泉亨監修・伊藤正己編『現代損害賠償
法講座２』（1972年、日本評論社）115頁などを参照。
(５) なお、本稿においては、最大判昭和61年６月11日民集40巻４号872頁、および
最三小判平成９年５月27日民集51巻５号2024頁に従い、名誉を「人の品性、徳行、
名声、信用等の人格的価値について社会から受ける客観的評価」と定義しておく。
(６) 拙稿「サテライト日田をめぐる自治体間対立と条例―日田市公営競技の場外券
売場設置等による生活環境等の保全に関する条例」月刊地方自治職員研修467号
（2001年。以下、拙稿①）27頁、同「場外車券売場設置許可無効確認請求事件」法
令解説資料総覧256号（2003年。以下、拙稿②）120頁、同「地方公共団体の名誉権
と市報掲載記事―大分地方裁判所平成14年11月19日判決の評釈を中心に―」大分大
学大学院福祉社会科学研究科紀要１号（2004年。以下、拙稿③）21頁。また、私自
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身のホームページにおいて、サテライト日田問題を四年以上扱ってきた（なお、現
在もすべての記事を公開している。http://kraft.cside3.jp/）。
(７) 日田市対経済産業大臣事件に関する文献は多い。この事件により、行政事件訴
訟に対する地方公共団体の原告適格（または出訴資格）が本格的に論じられるよう
になった。薄井一成「地方公共団体の原告適格」原田尚彦先生古稀記念『法治国家
と行政訴訟』（2004年、有斐閣）197頁、および同論文に掲げられている諸論考、寺
井一弘『まちづくり権―大分県・日田市の国への挑戦―』（2004年、花伝社）を参
照。
(８) 2001年２月１日、別府市議会経済観光委員会において補正予算案が可決されて
いたが、８日の本会議において否決された。これがきっかけとなって別府市議会に
おいては与党会派が分裂し、その後も混乱が続いた。
(９) なお、本稿においては、諸外国の事例や文献を参照し、検討を加えるという作
業を敢えて行っていない。諸外国における地方公共団体の名誉権、さらに人権一般
の享有主体性については、機会を改めて論じることとしたい。
(10) 辻村みよ子『憲法』〔第２版〕（2004年、日本評論社）168頁（さらに、樋口陽
一『憲法』（1998年、創文社）174頁などが参照されている）。
(11) もっとも、八幡製鉄事件最高裁判決（最大判昭和45年６月24日民集24巻６号
625頁）のように、精神的自由権について極度に広く保障を認めることには問題が
ある。同様のことは、三菱樹脂事件最高裁判決（最大判昭和48年12月12日民集27巻
11号1536頁）についても妥当しえよう。
(13) 松本英昭『要説地方自治法』〔第４次改訂版〕（2005年、ぎょうせい）62頁は、
「地方公共団体は、その目的を達成するため、国から公の機能を果たすべきことを
認められた主体としての地位を有する公法人たる団体である」と述べている（傍点
は省略）。
(14) この整理は、長尾一紘『日本国憲法』〔第３版〕（1997年、世界思想社）102頁
に基づく。但し、同書において「公権力の主体としての側面については否定し、私
経済の主体としての側面については肯定する見解」と表現されるものを、本稿にお
いて制限的肯定説としている。
(15) 長尾・前掲書102頁は、端的にではあるが「基本権本来の意義と作用に留意す
るならば」原則的否定説が妥当であると述べる。また、森泉・前掲（民商法雑誌）
９頁は、アメリカ法において、地方公共団体などの公法人について「名誉毀損は成
立しないとする判例がある」として City of Chicago vs Tribute Co.,139N.E.86
(1923)をあげており、同12頁は、フランス法において地方公共団体などの公法人に
ついて名誉毀損の成立を認めた判決を紹介している（日本法については述べられて
いない）。
なお、松井茂記『日本国憲法』〔第２版〕（2002年、有斐閣）310頁註（５）は、
「公邦人は原則として政府の機関として基本的人権を享有しない。しかし、中には
政府との関係で自律性が認められ、基本的人権の享有を認めるべき場合もある。と
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りわけ国立大学や日本放送協会などは、その例であろう」と述べる。
(16) 阿部満「上越市ＴＢＳ報道名誉毀損事件」判例自治228号(2002年)118頁を参
照。
(17) 木佐茂男編『?まちづくり権>への挑戦―日田市場外車券売場訴訟を追う―』
（2002年、信山社）19頁（但し、制限的肯定説を採るとも考えられる）。
(18) 最一小判昭和59年12月13日民集38巻12号1411頁、最三小判昭和49年２月５日民
集28巻１号１頁などを参照。
(19) 日田市対経済産業大臣訴訟（大分地判平成15年１月28日判タ1139号83頁）が、
行政事件訴訟などにおける地方公共団体の原告適格の有無を行政法学において本格
的に論じる契機となった。薄井・前掲197頁などを参照。しかし、同判決は、そも
そも地方公共団体が行政事件訴訟を提起しうるか否か、すなわち、地方公共団体に
出訴権があるか否かについて論じていない（拙稿②120頁を参照）。これまで、成田
新幹線訴訟（最二小判昭和53年12月８日民集32巻９号1617頁）、大牟田訴訟（福岡
地判昭和56年６月５日訟月26巻９号1572頁）など、（訴訟形態は異なるが）地方公
共団体が国を相手として訴訟を提起している例がある。成田新幹線訴訟の場合は、
当時の運輸大臣による日本鉄道建設公団への「指示」が行政行為としての性質を有
しないと判断されたのであり、江戸川区の原告適格について、さらに出訴権につい
て、何らの判断も行われていない（東京高判昭和48年10月24日行裁例集24集10号
1117頁も参照）。また、大牟田訴訟の場合は、大牟田市が電気ガス税の非課税条項
による損害について国に対して国家賠償を請求したという事案であり、判決は大牟
田市の請求を棄却している。おそらく、判例において地方公共団体の出訴権は意識
的に扱われてこなかったと考えられるが、地方公共団体に出訴権を全く認めないと
いう態度がとられた訳ではないということになる。
(20) もっとも、地方公共団体の人格権は、私人の人格権に比して尊重の程度が低く
なることも否定できない。地方公共団体の人格権全般が最も強く問題として現われ
うるのは、市町村合併に際してであろう。2004（平成16）年３月末日に失効した旧
市町村合併特例法、ならびに第27次地方制度調査会最終答申および現行市町村合併
特例法については、憲法第92条に違反する疑いがあることが指摘されている。拙稿
「市町村合併╱自治・分権から眺めた市町村合併」月刊地方自治職員研修臨時増刊
75号（2004年３月号増刊）93頁、および市橋克也＝三橋良士明＝白藤博行「基礎的
自治体と都道府県論―地方制度調査会『中間報告』をふまえて―」季刊自治と分権
第13号（2003年）24頁における市橋氏の発言を参照。
(21) 国による地方公共団体への批判については、そもそも、国自体の表現の自由を
想定すべきではなかろう。地方公共団体など公法人による地方公共団体への批判に
ついては、表現の自由を想定しえなくもないが、基本的にはやはり否定すべきであ
ろう。
(22) なお、阿部・前掲118頁によると、この日に放送された番組の内容については
いくつかの訴訟が提起されている。
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(23) 注（５）を参照。
(24) 阿部・前掲118頁。
(25) 松井茂記『マス・メディア法』〔第３版〕（2003年、日本評論社）が本件訴訟に
ついて「政治批判を封じるものであって、端的に憲法二一条に反し許されないも
の」と評価するのは、この点に関わるものであろう。
(26) 阿部・前掲118頁。
(27) 但し、東京高等裁判所は、本判決において「付言」を行い、本件番組の「報道
内容に一部誤りがあり、また、表現において適切さを欠く点があった」ことなどを
あげて「特に報道特集としての本件番組の取材の在り方等に全く問題がなかったと
いうことができるか、なお慎重な検討と十分な反省を要するであろう」と指摘して
いる。また、Y?のコメントについても「はなはだ軽率であり、その表現において
不適切なものであったといわざるを得ない」と批判している。
(28) 判決文において明示されていないので断言はできないが、第四章において検討
を加えた大分地裁平成14年11月19日判決の影響があるのではないかと思われる。少
なくとも、同判決を想起させる内容である。
(29) 前掲拙稿①～③の他、薄井・前掲201頁注（３）に掲記されている諸論考を参
照。しかし、日田市対別府市事件に言及する論考は非常に少ない。なお、以下、拙
稿③と重複する部分が多いことをお断りしておく。
(30) 2000年12月９日には、日田市長、同市議会、同市17団体などにより、別府市の
北浜交差点付近から別府駅東口までの区間を往復するデモ行進が行われている。
(31) 広島地三次支判平成５年３月29日判時1479号83頁も同旨を述べる。なお、高知
地判昭和60年12月23日判時1200号127頁も参照。
(32) 拙稿③28頁は、訴訟において原告が提出した証拠の一部を紹介している。
(33) 勿論、完全に区域内に限定されるという訳ではない。
(34) この点について比較すべき判決として、東京地八王子支判平成13年10月11日判
例集未登載（TKC法律情報データベース文献番号28071562）がある。事案は、東
久留米市制30周年記念事業の一環として都市宣言モニュメントの公募がなされ、訴
外Ａの作品が選定されたことに対し、同市議会議員のYがAの作品について盗作
の疑いがあると主張する記事を自らのホームページに掲載し、さらにビラを作成し
て市民に配布した、というものである。東久留米市は、Yの行為が同市の社会的
信用を毀損する行為であるとして市報などに掲載することを求める訴訟を提起した
が、請求は棄却された。
判決は、地方公共団体に関して「虚偽の事実が流布されたとしても、それによっ
て存立そのものが脅かされる事態は想定しにくく、（中略）司法の場において、虚
偽の表現行為を図った者に対し、信用の回復をするのに必要な処分を求めることを
しなくとも、地方公共団体自体が発行する公報などで自ら虚偽の事実を否定するこ
とによって信用の回復を図る方法も有している」と述べている。基本的には同市内
における問題として処理したものであると考えられるが、Yがホームページによ
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って問題を広く国民に伝えたことを考慮すれば、広報誌によって信用の回復を図る
方法は十分でないと思われる（但し、次注を参照）。
(35) もっとも、現在、地方公共団体の広報の手段は広報誌などに限定されるもので
はない。とくに、地方公共団体のホームページは、区域の内外を問わず、政策、行
政運営などに関する情報を広く国民または住民に伝えるために存在すると言え、こ
れらについて地方公共団体が自らの意見などを述べる機会ともなりうる。また、サ
テライト日田問題について述べるならば、当時日田市のホームページに付設されて
いた掲示板においてサテライト日田問題に関する議論が活発に行われていた（私も
参加していた）。これによって全国的に問題が知られるようになり、日田市の社会
的評価がむしろ高まったのである。このようなことも合わせれば、今後は、ホーム
ページの存在を念頭に置いて、地方公共団体の名誉権享有主体性を考察しなければ
ならないであろう。
なお、本稿の主題とは直接の関係を有しないが、私は、「インターネットによる
広報を考える―地方自治の視点から―」月刊「広報」2002年２月号（597号）40頁
において、地方公共団体の広報の一手段としてホームページの意義、課題、可能性
を考察した（サテライト日田問題を念頭に置いている部分もある）。
(36) 当時、九州においては福岡ドーム内場外馬券売場設置反対運動やサテライト博
多設置反対運動などが行われていた。また、西新宿場外車券売場設置反対運動も展
開されており、サテライト日田設置反対運動に少なからぬ影響を及ぼした。
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